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各 地 方 整 備 局 総務部 契 約 管 理 官 殿 

            企画部 技術開発調整官 殿 

            営繕部 営 繕 調 査 官 殿 

国 土 地 理 院 総務部 契 約 管 理 官 殿 

国土技術政策総合研究所 総務部 契約財産管理官 殿 

 

      大臣官房 会計課公共工事契約指導室長 

技術調査課建設技術調整室長 

官庁営繕部整備課建築技術調整室長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

直轄工事及び業務の入札・契約に係る手続における押印の省略について 

 

「規制改革実施計画」（令和２年７月 17日閣議決定）において、「各府省及

び独立行政法人は、会計手続、人事手続その他の内部手続について書面・押印・

対面の見直しを行う」とされていることを踏まえ、「入札及び契約に係る手続に

おける押印等の見直しについて」（令和２年 12月 23日付け国官会第 19985号、

国営管第 390号、国北予第 43号）により押印の省略を可としているところであ

るが、既存の通知において押印を求めている規定を改めるため、次のとおり諸通

知を改正することとしたので、遺漏なきよう措置されたい。 

 

記 

 

（建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用についての一部改正） 

１ 建設コンサルタント業務等の入札・契約手続の運用について（平成 12年 12

月６日付け建設省厚契発第 43号、建設省技調発第 191号、建設省営建発第 70

号）の一部を次のように改正する。 

 別紙１中「政府協定対象業務」を「政府調達協定その他の国際約束の対象業

務」に改める。 



 

 別紙６－１及び別紙６－２中「平成○年○月」を「令和○年○月」に、「平

成○年度」を「○年度」に、「４億円程度」を「５億円程度」に改め、「（総

合政策局（旧建設経済局も含む。以下同じ。）建設振興課）」及び「（総合政

策局建設振興課）」を削る。 

 別紙６－３中「平成○年○月○日」を「令和○年○月○日」に、「平成○年

○月以降」を「○年○月以降」に、「第 15条」を「第 16条」に改める。 

 別紙７－１及び別紙７－２中「平成○年度」を「○年度」に、「平成○年○

月」を「令和○年○月」に改め、「（総合政策局建設振興課）」を削る。 

 別紙７－３中「平成○年○月○日」を「令和○年○月○日」に、「平成○年

○月以降」を「○年○月以降」に、「第 15条」を「第 16条」に改める。 

 別紙８及び別紙９中「平成」を「令和」に改め、「印」を削る。 

 別紙 10－１中「平成  年」を「令和  年」に、「平成○年度以降」を

「○年度以降」に、「平成○年○月」を「令和○年○月」に改め、「印」を削

る。 

 別紙 10－２中「平成  年」を「令和  年」に、「平成○年」を「○年」

に改め、「印」を削る。 

 別紙 11－１中「平成○年度」を「○年度」に、「４億円程度」を「５億円程

度」に改める。 

 別紙 11－２中「平成○年○月○日」を「令和○年○月○日」に、「平成○年

○月以降」を「○年○月以降」に改める。 

 別紙 12、別紙 13－１及び別紙 13－２中「平成」を「令和」に改め、「印」

を削る。 

 別紙 13－３中「平成  年」を「令和  年」に、「平成○年」を「○年」

に改め、「印」を削る。 

 別紙 15－１及び別紙 15－２中「平成○年度」を「○年度」に、「４億円程

度」を「５億円程度」に改める。 

 別紙 15－３中「平成○年○月以降」を「○年○月以降」に改める。 

 別紙 16中「平成」を「令和」に改め、「印」を削る。 

 

（工事費内訳書等の提出期限及び取扱いについての一部改正） 

２ 工事費内訳書等の提出期限及び取扱いについて（平成 27年３月６日付け国

地契第 85号）の一部を次のように改正する。 

 記Ⅰ１(2)①及び３(1)中「政府調達に関する協定（平成７年条約第 23号）」

を「政府調達に関する協定（平成７年条約第 23号）その他の国際約束（以下

「政府調達に関する協定」という。）」に改める。 



 

 記Ⅱ２中「押印（電子入札システムにより工事費内訳書を提出する場合を除

く。）及び記名」を「記名」に改める。 

 別表中１(5)を削り、１(6)を１(5)に、１(7)を１(6)に繰り上げる。 


